
（2）

制
定
に
向
け
て
積
極
的
に
取
り

組
む
こ
と
。
⑵
国
会
は
セ
ク
シ

ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
規
制

す
る
法
整
備
を
進
め
る
こ
と
。

⑶
政
府
及
び
国
会
は
、
条
約
制

定
の
際
に
は
速
や
か
に
批
准
す

る
こ
と
。

▪
動
物
愛
護
対
策
の
推
進
に
関

す
る
意
見
書

　

動
物
愛
護
管
理
法
は
、
今
年

度
の
法
改
正
が
予
定
さ
れ
て
お

り
、
超
党
派
の
犬
猫
の
殺
処
分

ゼ
ロ
を
め
ざ
す
動
物
愛
護
議
員

連
盟
や
環
境
省
が
必
要
な
調

査
・
検
討
の
作
業
を
進
め
て
い

る
。
動
物
愛
護
団
体
の
要
望
す

る
主
な
改
正
点
は
、
繁
殖
業
は

免
許
に
よ
る
許
可
制
度
化
し
、

繁
殖
年
齢
や
回
数
、
設
備
へ
の

数
値
規
制
、
管
理
者
の
持
ち
頭

数
制
限
、
８
週
齢
規
制
で
生
後

56
日
以
内
の
幼
齢
販
売
と
親
か

ら
の
引
き
離
し
を
禁
止
す
る
こ

と
。
繁
殖
業
の
枠
組
み
で
あ
る

第
一
種
動
物
取
扱
業
に
実
験
動

物
取
扱
業
、
仲
介
業
、
輸
送
業

も
含
め
る
こ
と
。
不
適
切
飼
育

に
つ
い
て
、
動
物
の
飼
養
権
停

止
や
緊
急
保
護
を
制
度
化
し
、

殺
傷
・
虐
待
・
遺
棄
等
へ
の
罰

則
を
強
化
す
る
こ
と
。
警
察
と

動
物
行
政
の
連
携
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
を
作
成
し
、
獣
医
師
の
通
報

も
義
務
化
す
る
こ
と
。
狂
犬
病

予
防
法
違
反
の
摘
発
強
化
の
た

め
、
自
治
体
と
の
連
携
を
強
化

す
る
こ
と
。外
飼
い
犬
猫
に
は
、

原
則
と
し
て
不
妊
・
去
勢
措
置

の
義
務
づ
け
を
行
う
こ
と
。
そ

の
他
、
動
物
愛
護
を
推
進
す
る

た
め
、
諸
外
国
先
進
国
の
事
例

な
ど
研
究
し
、
多
く
の
事
項
が

列
挙
さ
れ
て
い
る
。
よ
っ
て
、

本
市
議
会
は
、
国
会
及
び
政
府

に
対
し
、
動
物
愛
護
管
理
法
の

改
正
に
つ
い
て
、
動
物
愛
護
団

体
が
要
望
す
る
事
項
の
最
大
限

の
反
映
を
求
め
る
。

削
減
に
全
力
を
挙
げ
る
こ
と
。

⑸
マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を

含
む
海
洋
ご
み
の
量
等
の
実
態

を
把
握
す
る
た
め
の
調
査
を
さ

ら
に
促
進
し
、
国
民
の
生
命
だ

け
で
は
な
く
、
全
て
の
生
命
の

危
機
回
避
す
る
た
め
の
研
究
を

進
め
、
対
策
を
実
行
す
る
こ

と
。

▪
日
本
政
府
に
職
場
に
お
け
る

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

や
暴
力
を
禁
止
す
る
国
際
労
働

基
準
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
へ
の
賛
同
を

求
め
る
意
見
書

　

ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で
開
か
れ
た
国

際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
の
年

次
総
会
は
、
職
場
に
お
け
る
セ

ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や

暴
力
を
な
く
す
た
め
の
国
際
基

準
と
し
て
拘
束
力
を
持
つ
条
約

を
制
定
す
べ
き
だ
と
し
た
委
員

会
報
告
を
採
択
し
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ

の
事
前
調
査
に
よ
る
と
、
セ
ク

シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
法

的
規
制
が
あ
る
国
は
80
カ
国
の

う
ち
60
カ
国
に
上
り
、
す
ぐ
に

で
も
条
約
を
批
准
で
き
る
と
言

え
る
。
そ
れ
に
対
し
、
日
本
は

「
法
的
規
制
が
な
い
20
カ
国
」

で
あ
り
、条
約
と
な
っ
た
場
合
、

批
准
す
る
に
は
法
的
な
対
応
が

必
要
と
な
る
数
少
な
い
国
の
一

つ
で
あ
る
。
先
般
の
財
務
省
事

務
次
官
、
官
僚
、
自
治
体
首
長

ら
に
よ
る
相
次
ぐ「
セ
ク
ハ
ラ
」

事
件
や
そ
れ
へ
の
不
適
切
き
わ

ま
り
な
い
対
応
や
二
次
加
害
発

言
等
を
鑑
み
て
も
、
セ
ク
シ
ュ

ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
暴
力
の

な
い
職
場
を
つ
く
る
た
め
の
法

的
規
制
は
、
喫
緊
の
課
題
で
あ

る
。
よ
っ
て
、
本
市
議
会
は
、

国
会
及
び
政
府
に
対
し
、
次
の

こ
と
を
強
く
求
め
る
。
⑴
政
府

は
、
「
拘
束
力
を
伴
う
条
約
を

勧
告
で
補
完
」
と
す
る
強
い
効

力
を
持
つ
国
際
労
働
基
準
Ｉ
Ｌ

Ｏ
条
約
制
定
に
賛
成
し
、
条
約

国
に
核
兵
器
を
禁
止
し
、
廃
絶

に
至
る
ま
で
の
条
約
締
結
を
求

め
て
い
る
「
ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際

署
名
」
を
、
核
保
有
国
や
そ
の

同
盟
国
を
含
め
、
国
際
的
に
発

展
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
、
ま
す

ま
す
重
要
と
な
っ
て
い
る
。
核

兵
器
の
非
人
道
性
を
認
め
る
こ

と
と
、
そ
の
使
用
を
前
提
に
し

た
「
核
の
傘
」
に
依
存
す
る
こ

と
は
両
立
し
な
い
。
唯
一
の
被

爆
国
で
あ
る
日
本
政
府
が
率
先

し
て
核
兵
器
禁
止
条
約
に
参
加

し
、
核
保
有
国
と
非
核
国
と
の

橋
渡
し
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
よ
っ
て
、本
市
議
会
は
、

国
会
及
び
政
府
に
対
し
、
唯
一

の
被
爆
国
と
し
て
、
核
兵
器
の

な
い
世
界
を
実
現
す
る
た
め
、

一
日
も
早
く
核
兵
器
禁
止
条
約

へ
の
署
名
と
批
准
の
手
続
を
進

め
る
よ
う
強
く
要
請
す
る
。

▪
全
て
の
命
を
守
る
た
め
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
海
洋
ご
み
の
発
生
抑

制
・
削
減
を
求
め
る
意
見
書

　

本
市
議
会
は
、
国
会
及
び
政

府
に
対
し
、
次
の
こ
と
を
強
く

要
望
す
る
。
⑴
容
器
包
装
リ
サ

イ
ク
ル
法
を
発
生
抑
制
（
リ
デ

ュ
ー
ス
）、再
利
用（
リ
ユ
ー
ス
）

を
重
視
し
た
内
容
に
早
急
に
改

正
し
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ボ
ト
ル

を
代
替
品
に
切
り
か
え
る
こ
と

を
促
進
す
る
こ
と
。
⑵
海
洋
ご

み
の
主
要
な
発
生
源
と
な
っ
て

い
る
河
川
に
つ
い
て
、
国
管
理

河
川
以
外
の
河
川
管
理
者
の
厳

し
い
財
政
状
況
に
鑑
み
、
国
に

よ
る
新
た
な
財
政
措
置
を
含
む

発
生
源
対
策
を
確
立
す
る
こ

と
。
⑶
「
地
域
グ
リ
ー
ン
ニ
ュ

ー
デ
ィ
ー
ル
基
金
」
の
よ
う
な

市
町
村
が
迅
速
か
つ
機
動
的
に

活
用
で
き
る
海
洋
ご
み
対
策
を

推
進
す
る
こ
と
。
⑷
海
洋
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
ご
み
に
つ
い
て
、
国

際
社
会
と
連
携
し
て
グ
ロ
ー
バ

ル
な
視
点
か
ら
発
生
抑
制
及
び

方
が
、
周
囲
に
援
助
や
配
慮
が

必
要
で
あ
る
こ
と
を
知
ら
せ
る

ヘ
ル
プ
マ
ー
ク
及
び
そ
の
マ
ー

ク
を
配
し
た
ヘ
ル
プ
カ
ー
ド
に

つ
い
て
は
、
国
民
全
体
に
お
け

る
認
知
度
は
い
ま
だ
低
い
状
況

に
あ
る
。
ま
た
公
共
交
通
機
関

へ
の
ヘ
ル
プ
マ
ー
ク
の
導
入
な

ど
課
題
も
浮
き
彫
り
に
な
っ
て

き
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
よ

っ
て
、本
市
議
会
は
、政
府
に
対

し
、
心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
で
あ

る
ヘ
ル
プ
マ
ー
ク
及
び
ヘ
ル
プ

カ
ー
ド
の
さ
ら
な
る
普
及
推
進

を
図
る
た
め
、
次
の
事
項
に
つ

い
て
取
り
組
む
こ
と
を
強
く
求

め
る
。
⑴
「
心
の
バ
リ
ア
フ
リ

ー
推
進
事
業
」な
ど
、自
治
体
が

行
う
ヘ
ル
プ
マ
ー
ク
及
び
ヘ
ル

プ
カ
ー
ド
の
普
及
や
理
解
促
進

の
取
り
組
み
に
対
し
て
の
財
政

的
な
支
援
を
今
後
も
充
実
さ
せ

る
こ
と
。
⑵
関
係
省
庁
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
や
公
共
広
告
の
活
用

な
ど
、
国
民
へ
の
さ
ら
な
る
情

報
提
供
や
普
及
、
理
解
促
進
を

図
る
こ
と
。
⑶
鉄
道
事
業
者
な

ど
自
治
体
を
越
境
し
て
い
る
公

共
交
通
機
関
で
は
、
ヘ
ル
プ
マ

ー
ク
導
入
の
連
携
が
難
し
い
状

況
に
あ
る
た
め
、
今
後
は
ス
ム

ー
ズ
な
導
入
が
図
れ
る
よ
う
国

と
し
て
の
指
針
を
示
す
こ
と
。

▪
核
兵
器
禁
止
条
約
の
一
日
も

早
い
日
本
政
府
の
署
名
と
批
准

を
求
め
る
意
見
書

　

昨
年
７
月
７
日
の
国
連
会
議

で
核
兵
器
禁
止
条
約
が
国
連
加

盟
国
の
約
３
分
の
２
に
当
た
る

賛
成
で
採
択
さ
れ
て
約
１
年
、

条
約
に
署
名
し
た
国
は
58
カ

国
、
批
准
は
10
カ
国
と
な
っ
て

お
り
、
条
約
発
効
に
は
50
カ
国

の
批
准
が
必
要
で
あ
る
。
歴
史

的
な
条
約
の
成
立
を
力
に
、
ど

の
よ
う
に
「
核
兵
器
の
な
い
世

界
」
へ
と
前
進
す
る
の
か
が
改

め
て
問
わ
れ
て
い
る
。
全
て
の

議
員
提
出
議
案

意
見
書
（
要
旨
）

▪
ヘ
ル
プ
マ
ー
ク
の
さ
ら
な
る

普
及
推
進
を
求
め
る
意
見
書

　

義
足
や
人
工
関
節
を
使
用
し

て
い
る
方
、
内
部
障
が
い
や
難

病
の
方
、
ま
た
は
妊
娠
初
期
の

方
な
ど
外
見
か
ら
は
容
易
に
判

断
が
難
し
い
ハ
ン
デ
ィ
の
あ
る

◆
三
鷹
市
西
多
世
代
交
流
セ
ン

タ
ー
大
規
模
改
修
工
事
請
負
契

約
の
締
結
に
つ
い
て

　

平
成
31
年
度
の
三
鷹
市
西
多

世
代
交
流
セ
ン
タ
ー
の
リ
ニ
ュ

ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
に
向
け
、
施

設
の
改
修
工
事
を
行
う
た
め

に
、
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す

る
も
の
で
す
。
工
事
内
容
と
し

て
は
、
建
築
工
事
は
屋
上
の
防

水
や
外
壁
の
改
修
等
、
電
気
設

備
工
事
は
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
等

を
行
う
と
と
も
に
、
空
調
換
気

設
備
と
給
排
水
衛
生
設
備
の
更

新
工
事
の
ほ
か
、
階
段
昇
降
機

設
置
工
事
な
ど
を
行
う
も
の
で

す
。
契
約
の
金
額
は
、
２
億
２

千
680
万
円
、契
約
の
相
手
方
は
、

大
竹
・
三
上
建
設
共
同
企
業
体

で
、
工
期
は
、
契
約
確
定
日
の

翌
日
か
ら
平
成
31
年
３
月
15
日

ま
で
で
す
。

日
ま
で
で
す
。

◆
三
鷹
市
立
第
一
中
学
校
長
寿

命
化
改
修
Ⅰ
期
工
事
請
負
契
約

の
締
結
に
つ
い
て

　

平
成
29
年
度
の
設
計
業
務
を

踏
ま
え
、
三
鷹
市
立
第
一
中
学

校
の
長
寿
命
化
改
修
工
事
を
行

う
た
め
に
、
工
事
請
負
契
約
を

締
結
す
る
も
の
で
す
。
工
事
内

容
と
し
て
は
、
東
校
舎
棟
の
外

壁
や
屋
上
、
窓
サ
ッ
シ
及
び
床

の
改
修
、
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
等

を
行
う
と
と
も
に
、
防
災
設
備

の
改
修
を
行
う
も
の
で
す
。
契

約
の
金
額
は
、
２
億
８
千
80
万

円
、契
約
の
相
手
方
は
、白
石
・

大
創
建
設
共
同
企
業
体
で
、
工

期
は
、
契
約
確
定
日
の
翌
日
か

ら
平
成
30
年
11
月
30
日
ま
で
で

す
。

◆
三
鷹
市
東
多
世
代
交
流
セ
ン

タ
ー
大
規
模
改
修
工
事
請
負
契

約
の
締
結
に
つ
い
て

　

平
成
31
年
度
の
三
鷹
市
東
多

世
代
交
流
セ
ン
タ
ー
の
リ
ニ
ュ

ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
に
向
け
、
施

設
の
改
修
工
事
を
行
う
た
め

に
、
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す

る
も
の
で
す
。
工
事
内
容
と
し

て
は
、
建
築
工
事
は
屋
上
の
防

水
や
外
壁
の
改
修
等
、
電
気
設

備
工
事
は
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
等

を
行
う
と
と
も
に
、
空
調
換
気

設
備
と
給
排
水
衛
生
設
備
の
更

新
工
事
の
ほ
か
、
エ
レ
ベ
ー
タ

ー
設
置
工
事
な
ど
を
行
う
も
の

で
す
。契
約
の
金
額
は
、２
億
466

万
円
、契
約
の
相
手
方
は
、桂
・

三
友
建
設
共
同
企
業
体
で
、
工

期
は
、
契
約
確
定
日
の
翌
日
か

ら
平
成
31
年
２
月
28
日
ま
で
で

す
。

人
市
民
税
の
申
告
手
続
の
電
子

化
を
義
務
付
け
ま
す
。
固
定
資

産
税
関
係
で
は
、
生
産
性
向
上

の
た
め
の
設
備
投
資
に
係
る
新

た
な
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準

の
特
例
措
置
の
創
設
、
公
害
防

止
用
設
備
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
設
備
に
係
る
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置

の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
市
た

ば
こ
税
関
係
で
は
、
市
た
ば
こ

税
の
税
率
を
引
き
上
げ
る
と
と

も
に
、
喫
煙
用
の
製
造
た
ば
こ

の
区
分
と
し
て
「
加
熱
式
た
ば

こ
」
を
新
設
し
、
課
税
方
式
の

見
直
し
を
行
う
も
の
で
す
。

契
　
約

◆
三
鷹
市
立
第
二
小
学
校
長
寿

命
化
改
修
Ⅰ
期
工
事
請
負
契
約

の
締
結
に
つ
い
て

　

平
成
29
年
度
の
設
計
業
務
を

踏
ま
え
、
三
鷹
市
立
第
二
小
学

校
の
長
寿
命
化
改
修
工
事
を
行

う
た
め
に
、
工
事
請
負
契
約
を

締
結
す
る
も
の
で
す
。
工
事
内

容
と
し
て
は
、
東
校
舎
棟
・
中

央
校
舎
棟
に
つ
い
て
は
外
壁
や

屋
上
、床
及
び
天
井
の
改
修
等
、

屋
内
運
動
場
棟
に
つ
い
て
は
外

壁
や
ア
リ
ー
ナ
の
床
の
改
修
、

出
入
口
へ
の
ス
ロ
ー
プ
と
誰
で

も
ト
イ
レ
の
設
置
等
を
行
う
と

と
も
に
、
両
施
設
と
も
照
明
の

Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
や
防
災
設
備
の
改
修

を
行
う
も
の
で
す
。
契
約
の
金

額
は
、
１
億
９
千
980
万
円
、
契

約
の
相
手
方
は
、
Ｔ
Ｓ
Ｕ
Ｃ
Ｈ

Ｉ
Ｙ
Ａ
・
入
月
建
設
共
同
企
業

体
で
、
工
期
は
、
契
約
確
定
日

の
翌
日
か
ら
平
成
30
年
11
月
30

市
長
提
出
議
案

条
　
例

◆
三
鷹
市
市
税
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
の
専
決
処
分
に

つ
い
て

　

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
が

行
わ
れ
、
平
成
30
年
４
月
１
日

等
に
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
伴

い
、
三
鷹
市
市
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
必
要
が
生
じ
ま
し

た
が
、
特
に
緊
急
を
要
す
る
た

め
議
会
を
招
集
す
る
時
間
的
余

裕
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
３

月
31
日
に
、
市
長
に
お
い
て
専

決
処
分
を
行
っ
た
も
の
で
す
。

主
な
改
正
内
容
は
、
固
定
資
産

税
・
都
市
計
画
税
の
土
地
に
関

す
る
負
担
調
整
措
置
の
適
用
期

限
の
延
長
、
住
宅
用
地
等
に
係

る
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

の
条
例
減
額
措
置
の
適
用
期
限

の
延
長
、
地
価
の
下
落
修
正
の

特
例
措
置
の
継
続
、
耐
震
改
修

等
を
行
っ
た
住
宅
に
係
る
固
定

資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
減
免

の
適
用
期
限
の
延
長
を
す
る
も

の
で
す
。

◆
三
鷹
市
市
税
条
例
等
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例

　

平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
関

す
る
地
方
税
法
等
の
一
部
改
正

に
伴
い
、
関
係
規
定
を
整
備
す

る
も
の
で
す
。
個
人
市
民
税
関

係
で
は
、
均
等
割
等
の
非
課
税

基
準
の
変
更
、
基
礎
控
除
額
の

見
直
し
等
を
行
い
ま
す
。
法
人

市
民
税
関
係
で
は
、
資
本
金
１

億
円
超
の
法
人
等
に
対
し
、
法

３０・７・２９

可
決
し
た
議
案

第
2
回
定
例
会
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